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「幅広い仕事を経験することによって自ら成長したい」とい

う、そんな意欲的な社員を全力でサポートするのが当社の

教育です。開発から販売まで手がけている当社の強みを

活かして、さまざまな仕事の機会をみなさんに提供したいと

考えています。個々の資質や希望に応じた成長戦略を支

援します。とくに、人を大きく成長させる原点は“成功体験”

です。一つの仕事を成功させれば、それが自信となって次

の仕事への意欲を生み出す。理想科学は、この“成功体験”

が人を確実に成長させるという考えを大切にしています。  

また、人材育成の基本方針は「加点主義」です。個々人

の“いいところ”を伸ばしていきたいと思っています。失敗

した時にはそれを学びの体験とし、自身で責任を持つ機会

にしてもらいます。これは“敗者復活”の風土といえるでし

ょう。加点主義と敗者復活の核心にあるのは、自律した社

員になってほしいという想いにほかなりません。 

人を大きく成長させる 
｢成功体験｣と｢加点主義｣という考え方 

VOICE !

人事部長 

高橋 康信 

社員との関わり 
理想科学は社員一人ひとりが会社の大切な財産と考え、人材の育成と職場環境の整備に努めています。 

 

人材の雇用 人事制度 

再雇用制度 

シニア雇用制度 

人事制度およびその他の諸制度 

各種休暇制度 

2007年度の国内における社員構成比は男性79％、

女性21％でした。雇用機会均等法などの労働関連

法規を遵守し、健全な雇用に努めています。 

 

 

健康で一定以上の人事考課の定年退職者が、定

年後も勤務を希望した場合、会社の提供する職務と

処遇に合意することを条件に再雇用を行っています。 

 

55歳以上65歳未満で特殊な技能あるいは経験を

有する社外の人材を採用するために、2007年4月より

シニア契約従業員就業規則を定め運用を開始しました。 

 

職能資格制度を導入して以来、目標管理制度と能

力評価により、社員の自発的成長を図り、かつ、一人

ひとりがいきいきと働くことができる環境づくりに努め

ています。 

また、四半期ごとに行う上司との面談や、考課者研

修、および考課評定会議を通して、人事評価の透明

化に努めています。 

   

当社の人事制度は、企業形態の国際化に対応し、

より強靭な企業体質を構築するため「世界を舞台に

して活躍する人材を育成する」ことを目的に人事制度

を設けています。人事制度の役割は、①人材の育成

②ベクトル合わせ③長所を生かす④自由闊達な活動

を促進する基盤づくり、と認識しています。また、公平・

明快な処遇を実現することに努めています。 

また退職金制度においても、在職期間全体の会社

への貢献をより反映できるように年度ごとに退職金ポ

イントが累積する仕組みを導入しています。 

 

 

育児休業制度 

 1992年に育児休業制度を設け、女性・男性社員と

もに活用できる環境にしています。また、3歳未満の

子をもつ社員については、「短時間勤務制度」を利

用することができるように配慮しています。 

介護休暇制度 

 1999年に介護休業制度を設けています。女性・男

性社員ともに利用しています。 
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＊パート採用ならびに再雇用嘱託の人数は含みません。 
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教育制度 

100万延べ実労働時間あたりの労働

災害による死傷者数で、災害発生の

頻度を表します。 

全国の調査産業計の度数率は1.83、

製造業の度数率は1.09となってい

ます。 

（厚生労働省:平成19年労働災害動

向調査結果より） 

        度数率 

「ヒヤリとしたこと」「ハットしたこと」

をもとに不安全な行動や危険な場所・

作業などを修正して、社員の安全を

確保する活動。 

        ヒヤリハットの活動 

1000延べ実労働時間あたりの労働

損失日数で、災害の重さの程度を表

します。 

全国の調査産業計の強度率は0.11、

製造業の強度率は0.10となってい

ます。 

（厚生労働省:平成19年労働災害動

向調査結果より） 

        強度率 

こころ（精神）の健康促進を図ったり、

こころの病気（精神障害）の予防や治

療を図ったりする活動のこと。 

       メンタルヘルス 

解説1

解説2

解説2

解説3

社員の健康増進 

労働安全衛生 

解説3

社内表彰制度 

看護休暇 

 小学校就学までの子を養育する社員に対し、子が

負傷または疾病の際、年次休暇とは別に子の看護

休暇を取得できる制度を設けています。 

 

 

当社は、開発型企業としての社員の意欲向上と

創意工夫を促すために、2001年6月から特別報奨制

度を設けています。この制度は、前期一年間を評価

対象期間とし、会社の業績に著しい貢献があった社

員に対し、その功績を表彰するもので、規程として定

めています。2007年度も延べ43件、191人の社員を

対象に表彰されました。 

当社では、日々の業務を通し、スキルアップを行う

OJT（On the Job Training）を基盤に、資格に応じ

た階層別研修や部門別の専門教育や研修、年代

別のキャリアプラン・ライフプラン研修を実施してい

ます。 

また、自己啓発を目的とした、通信教育プログラムも

用意し、Webサイトを活用した効果的・効率的な学習

支援を行っています。 

2006年度から、自ら成長しようとする社員を支援し、

社員の能力開発、専門能力の向上を図ることを目的と

して、「資格・検定取得祝金制度」を新設しました。こ

の制度は、会社が指定する資格・検定を取得した場合

に資格・検定により3千円～12万円の祝金が支給され

るものです。2007年度1年間で延べ102件の祝金が支

給されています。 

当社では、社内イントラネットに「安全衛生」のペー

ジを設け、社員の安全意識の啓発・教育に努めています。

各生産事業所では、安全衛生委員会を設け、職場環

境整備、不安全箇所の発見と是正、ヒヤリハットの活

動　　 などを行い、事故・災害防止に努めています。

2007年度の国内の労働災害発生件数は、11件（度

数率：3.19 強度率0.0007）でした。2006年度より4件

増加しましたが、強度率は0.0017ポイント下っており、

労災の軽度化は進みました。 

また、2007年度、国内の労働災害による労働損失

日数は2.5日でした。 

 

　当社では、社員の健康増進やリフレッシュを図るた

めに、健康診断の実施や、親睦会やスポーツ大会な

ど各種行事の開催を通じて社員の健康面への配慮

を行っています。 

　2008年3月には、自身で健康情報をデータ管理でき

るようにUSB接続型多機能歩数計と付属管理ソフト

を35歳以上の社員に、配付し健康増進を図っています。 

 

健康診断の実施およびメンタルヘルス 

当社では、社員に対して一般健康診断、成人病検診、

人間ドックなどの健康管理のサポートをしています。ま

た、身体の健康だけではなく心の健康を保つため、心

の健康調査の実施や相談窓口を設置しています。社

内イントラネットにメンタルヘルスの電話相談窓口を

掲載し、外部のカウンセリングを受けることができるよ

うにしています。 解説1
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